
新潟市公共工事環境配慮指針推進委員会設置要領 

 

 

（設置） 

第１条 新潟市公共工事環境配慮指針（以下「配慮指針」という。）に基づき，環境

に配慮した公共工事を推進するため，新潟市公共工事環境配慮指針推進委員会（以

下「委員会」という。）を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条 委員会の所掌事務は，次のとおりとする。 

 （１）配慮指針の運用について，実施状況の把握及びその評価 

 （２）前号での実施状況及び委員会の講評について，ＩＳＯ本部事務局への報告 

 （３）配慮指針の運用に関し，関係する所属に対して助言及び指導 

 （４）配慮指針の改定に関すること 

 （５）その他，公共工事における環境への配慮の推進に関すること 

 

（組織） 

第３条 委員会に委員長及び副委員長を置き，別表１に掲げる者をもって組織する。 

 

（委員長等の職務） 

第４条 委員長は，会務を統括する。 

２ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故あるときは，その職務を代行する。 

 

（会議） 

第５条 会議は，必要に応じて委員長が召集する。 

２ 委員長は，特に必要があると認めるときは，委員以外の者を会議に出席させる

ことができる。 

 

（作業部会） 

第６条 委員会の所掌事務の具体的事項について協議し，委員会の円滑な運営を図

るため，委員会に作業部会を置く。 

２ 作業部会は，建築・設備工事部会及び土木工事部会とし別表２に掲げる者をもっ

て組織する。 

３ 各作業部会に部会長及び副部会長を置き，それぞれ部会員の互選によりこれを定

める。  

４ 部会長は，必要に応じて作業部会を召集し，会務を統括する。 

５ 副部会長は，部会長を補佐し，部会長に事故あるときは，その職務を代行する。 

６ 部会長は，特に必要があると認めるときは，作業部会以外の者を会議に出席さ

せることができる。 



 

（事務局） 

第７条 委員会に事務局を置き，その構成は別表１，別表２のとおりとする。 

２ 事務局員は，別表１，別表２の課に所属する職員のうちから，それぞれ所属長が

指名する者とする。 

 

（その他） 

第８条 この要領に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員長

が別に定める。 

 

 

附 則 

この要領は，平成２０年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は，平成２１年４月３０日から施行する。 

 

 附 則 

この要領は，平成２４年４月 1 日から施行する。 

 



別表１（第３条関係） 

 

      委員会の構成 

委員長 
都市政策部 

技術管理センター 
技術管理課長 

副委員長 環境部 環境対策課長 

委 員 

（５名） 

都市政策部 都市計画課長 

建築部 住環境政策課長 

農林水産部 農村整備課長 

土木部 土木総務課長 

下水道部 下水道計画課長 

事務局 

環境部 環境対策課職員 

都市政策部 

技術管理センター 
技術管理課職員 

 



別表２（第６条関係） 

  作業部会の構成 

建築・設備 

工事部会 

（４名） 

建築部 

住環境政策課長補佐 

公共建築第１課長補佐 

公共建築第２課長補佐 

教育委員会 施設課長補佐 

土木工事部会 

（１４名） 

農林水産部 農村整備課長補佐 

土木部 

土木総務課長補佐 

東部地域土木事務所  

建設課長補佐 

西部地域土木事務所  

建設課長補佐 

下水道部 

下水道計画課長補佐 

東部地域下水道事務所 

次長補佐 

西部地域下水道事務所 

次長補佐 

下水道管理センター  

施設管理課長補佐 

北区役所 

建設課長補佐 

下水道課長補佐 

秋葉区役所 

建設課長補佐 

下水道課長補佐 

南区役所 

建設課長補佐 

下水道課長補佐 

事務局 

環境部 環境対策課職員 

都市政策部 

 

都市計画課職員 

技術管理センター 

工事検査課職員 

技術管理センター 

技術管理課職員 

 


